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１．妊婦健診に係る経済的負担の軽減に向けた取組について



妊娠・出産・産後に関する様々な支援の充実に向けた動きについて

○ 妊娠・出産・産後に関する様々な支援等については、こども未来戦略（2023年12月22日閣議決定）
において、「出産に関する支援等の更なる強化について検討を進める」とされたことを踏まえ、「妊娠・出産・産
後における妊産婦等の支援策等に関する検討会」（以下「検討会」という。）において、妊娠期から産後ま
でを通じた切れ目のない支援の充実について議論が行われてきた。

○ 検討会における議論の整理（2025年５月）においては、「出産に関する支援等」と「妊娠期、産前・産
後に関する支援等」が一体的にとりまとめられた。この中で、妊婦健診については、①各自治体への公費助
成の一層の充実の働きかけ、②公費負担の状況の更なる見える化、③「出産なび」を通じた妊婦健診費用
の予見可能性の向上を進めていくこととされたところ。

○ 標準的な出産費用の自己負担無償化等の「出産に関する支援等」については、現在、厚生労働省社会
保障審議会医療保険部会において議論が進められており、以下のような意見も出されている。

✓ 検討会でも産前産後の一貫した支援体制の強化が議論されており、今後もさらに期待。出産費用もも
ちろんであるが、金銭的負担感の強いということで妊婦健診であったり、より強い体制の産後ケアの支援で
あったり、そういうことがより整備されることで、これから出産を迎える人たちが未来に不安を感じないでいら
れたり、出産までの体験をよりよいものであったと感じて、子育てを始められるような体制整備につながって
いくことを期待。

○ このような議論も踏まえ、出産と同様に経済的負担が生じている妊婦健診について、今後、国が示す妊婦
健診項目の自己負担がないよう、どのように支援を強化していくことが考えられるか。
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妊婦健康診査の公費負担(R６.4時点)の調査結果公表について
調査結果の概要（令和６年４月１日現在）

1.公費負担回数（国が示す回数：１４回）

2.妊婦１人当たりの公費負担額

引き続き、全市区町村（1,741）で１４回以上の公費助成を実施。

全国平均 １０９，７３０円（前年は１０８，４８１円）

3.国が示す検査項目の全ての公費負担を実施している自治体数／受診券方式（※）の自治体

１，４７７自治体（９１．９％）／1,607（前年は1,462自治体（91.1％）／1,605）

上記のとおり全国的な取
組は着実に進んでおり、

○ 自己負担がないよう
な公費負担額を設定し
ていると回答した市区
町村は約65％。

※自己負担がないような公費負
担額を設定している市区町村に
おける公費負担額平均

１１２，５３４円

○ 約８％の自治体で検
査項目の一部に公費負担
が実施されていない。

集合契約等による自己
負担がないような公費負
担額の設定の促進や、費
用の見える化を推進

※毎回の検査項目が示されている券を、
医療機関に提示して健診を受診する方式

都道府県別の妊婦健康診査の公費負担について

「望ましい基準」で定め

られている検査項目を全

て実施している市区町村

数

（割合）

「望ましい基準」で定め

られている検査項目を全

て実施している市区町村

数

（割合）

北海道 179 177 171 (96.6%) 97,186 （※１） 124 滋賀県 19 19 19 (100.0%) 116,018 （※１） 9

青森県 40 40 40 (100.0%) 127,043 （※１） 36 京都府 26 26 26 (100.0%) 114,030 26

岩手県 33 33 33 (100.0%) 117,269 （※１） 30 大阪府 43 30 27 (90.0%) 120,159 26

宮城県 35 35 34 (97.1%) 119,489 19 兵庫県 41 2 2 (100.0%) 104,393 （※１） 23

秋田県 25 25 25 (100.0%) 135,113 （※１） 25 奈良県 39 2 2 (100.0%) 102,292 （※１） 18

山形県 35 35 35 (100.0%) 102,400 0 和歌山県 30 30 30 (100.0%) 100,941 （※１） 15

福島県 59 59 59 (100.0%) 136,147 （※１） 54 鳥取県 19 19 19 (100.0%) 106,900 （※１） 19

茨城県 44 44 44 (100.0%) 105,638 （※１） 44 島根県 19 19 19 (100.0%) 109,885 19

栃木県 25 25 25 (100.0%) 95,000 13 岡山県 27 27 27 (100.0%) 114,270 17

群馬県 35 35 35 (100.0%) 98,316 0 広島県 23 14 13 (92.9%) 106,284 15

埼玉県 63 63 63 (100.0%) 102,990 0 山口県 19 19 19 (100.0%) 117,707 17

千葉県 54 54 54 (100.0%) 109,167 18 徳島県 24 24 24 (100.0%) 133,108 24

東京都 62 62 62 (100.0%) 102,388 62 香川県 17 17 17 (100.0%) - （※２） 17

神奈川県 33 0 0 - 80,159 7 愛媛県 20 20 20 (100.0%) 101,324 20

新潟県 30 30 30 (100.0%) 119,211 30 高知県 34 34 34 (100.0%) 113,190 34

富山県 15 15 15 (100.0%) 111,830 15 福岡県 60 60 0 (0.0%) 108,470 0

石川県 19 19 19 (100.0%) 125,010 19 佐賀県 20 20 0 (0.0%) 101,620 0

福井県 17 17 17 (100.0%) 111,229 17 長崎県 21 21 3 (14.3%) 100,368 1

山梨県 27 27 27 (100.0%) 98,120 14 熊本県 45 45 45 (100.0%) 103,560 44

長野県 77 77 75 (97.4%) 126,876 （※１） 53 大分県 18 18 1 (5.6%) 99,168 1

岐阜県 42 42 42 (100.0%) 130,717 27 宮崎県 26 26 26 (100.0%) 111,291 （※１） 21

静岡県 35 35 35 (100.0%) 109,812 35 鹿児島県 43 43 43 (100.0%) 103,957 31

愛知県 54 53 52 (98.1%) 111,663 35 沖縄県 41 41 40 (97.6%) 99,100 （※１） 36

三重県 29 29 29 (100.0%) 113,790 29 合計 1,741 1,607 1,477 (91.9%) 109,730 （※１） 1,139

※１　公費負担額が明示されていない市町村は除く

※２　管内全市町村が全額公費負担している

市区町村数

受診券方式

の市区町村

数

公費負担額（円）

（平均）

自己負担がな

いような公費

負担額を設定

している市区

町村数

（※３）

※３　『告示に定めている「望ましい基準」の項目に係る妊婦健診費用について、妊婦の自己負担が発生しないように妊婦１人当たりの公費負担額を設定していますか（主な医療機関での費用や、集合契約で設定

している金額などを上回っていますか）』という質問に対し、「設定している」と回答している市町村の数。

都道府県名 市区町村数

受診券方式

の市区町村

数

公費負担額（円）

（平均）

自己負担がな

いような公費

負担額を設定

している市区

町村数

（※３）

都道府県名
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【参考】
妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会

について（母子保健課関係）
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「妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会」の議論の経過

全国衛生部長会会長/高知県理事（保健医療担当） 家保 英隆

奈良県立医科大学教授 今村 知明

公益社団法人日本看護協会 常任理事 井本 寛子

公益社団法人日本産科婦人科学会 常務理事 亀井 良政

健康保険組合連合会 会長代理 佐野 雅宏

三重県鈴鹿市長 末松 則子

公益社団法人日本助産師会 会長

（※2025年２月16日付で交代）

髙田 昌代

中根 直子

日本大学医学部 主任教授 田倉 智之

東京大学大学院法学政治学研究科 教授 田邊 國昭

広島県府中町長 寺尾 光司

株式会ﾍﾞﾈｯｾｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞﾜｰｸｽたまごクラブ前編集長 中西 和代

特定非営利活動法人manma 理事 新居 日南恵

公益社団法人日本医師会 常任理事 濵口 欣也

一般社団法人日本周産期・新生児医学会 理事 細野 茂春

公益社団法人日本産婦人科医会 副会長 前田 津紀夫

日本労働組合総連合会生活福祉局 次長 松野 奈津子

国立研究開発法人国立成育医療研究センター

成育こどもシンクタンク 副所長
山縣 然太朗

株式会社赤ちゃん本舗ｺﾐｭﾆﾃｨﾃﾞｻﾞｲﾝ統括部長 李 輝淳

◎：座長 ○：副座長 （五十音順、敬称略）

◎

○

検討会では、医療関係者や医療保険者、被保険者の立場の者、自治体関係者、学識経験者に加え、妊産婦の当事者やその声を伝える
立場の者の参画を得て、10回にわたり、多様な観点から議論を行った。

また、複数名の妊産婦のヒアリング、全国からの合計回答者数17,000名を超える複数のオンラインでの妊産婦等アンケート調査の
結果報告や、産科医療関係者、医療保険者、地方自治体関係者等からのヒアリングを実施し、様々な当事者の意見を丁寧に伺った。

同時に、出産費用等の見える化の効果分析や、分娩取扱施設における出産等の費用構造等の実態調査のデータも活用して議論を行った。

※その他、参考人として、（公社）日本産婦人科医会会長 石渡勇氏、
（公社）日本小児科医会会長 伊藤隆一氏、（一社）日本助産学会理事長
片岡弥恵子氏、（一社）全国妊娠SOSネットワーク代表理事 佐藤拓代氏、
（公社）日本産婦人科医会常務理事 宮﨑亮一郎氏 等が出席

第１回 2024年６月26日
（１）検討会の設置について
（２）妊産婦等の支援策等をめぐる現状
（３）実態調査について

第２回 2024年８月１日
（１）周産期医療や母子保健事業の提供側
のヒアリング

第３回 2024年８月21日
（１）妊産婦の当事者のヒアリング
（２）妊産婦の声を伝える者のヒアリング

第４回 2024年９月11日
（１）医療保険者・医療提供側等のヒアリング
（２）自治体のヒアリング

第５回 2024年11月13日
（１）出産費用の見える化等の効果検証
（２）ヒアリング

第６回 2024年12月11日
（１）今後の議論の進め方等について
（２）「出産なび」について

第７回 2025年２月５日
（１）これまでの議論を踏まえた検討の方向性
（２）「出産なび」について

第８回 2025年３月19日
（１）希望に応じた出産を行うための環境整備
（２）出産に係る妊婦の経済的負担の軽減等

第９回 2025年４月16日
（１）分娩取扱施設における出産に係る費用構造の
把握のための調査研究について

（２）出産に係る妊婦の経済的負担の軽減等

第10回 2025年５月14日
（１）議論の整理（案）について

・（公社）日本産婦人科医会

・（公社）日本産科婦人科学会

・（一社）日本周産期・新生児医学会

・（公社）日本看護協会

・（公社）日本助産師会

・（一社）日本産科麻酔学会

・（公社）日本小児科医会

・妊産婦の当事者（３名）

・株式会社赤ちゃん本舗
《ｱｶﾁｬﾝﾎﾝﾎﾟユーザーの声》

・株式会社ﾍﾞﾈｯｾｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ
《たまひよ妊娠・出産白書》

・（一社）全国妊娠SOSﾈｯﾄﾜｰｸ
《子どもと家族のための
緊急提言ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ ｱﾝｹｰﾄ》

・コネヒト株式会社
《ママリ ユーザーの声》

・静岡大学教授 白井千晶氏
《お産を女性の手に取り戻すﾈｯﾄﾜｰｸ ｱﾝｹｰﾄ》

・健康保険組合連合会

・全国衛生部長会

・三重県鈴鹿市

・広島県府中町

・東京大学大学院講師
小暮かおり氏

・井上法律事務所所長
井上清成氏

・前田産科婦人科医院理事長
前田津紀夫氏

事務局 ： 厚生労働省 保険局、医政局、こども家庭庁 成育局構成員 開催状況

ヒアリング

妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等

に関する検討会 （概要）議論の整理
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「妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会 議論の整理」の概要

①

② 希望に応じた出産を行うことのできる環境の整備

③ 妊娠期、産前・産後に関する支援等

・ 出産育児一時金の増額後も出産費用は
  年々上昇し、地域・施設間格差が大きい

令和５年度平均出産費用 全国 50.7万円
東京都 62.5万円 熊本県 38.9万円

・ 赤字産科診療所の割合増

・ 費用とサービスの関係が不明確

・ 出生場所は病院 54%、診療所 45%、
助産所等 0.7%

・ 無痛分娩件数は13.8%（令和５年度）

妊婦健診の公費負担状況は改善傾向だが
自治体によってばらつきあり

国が示す検査項目の自己負担がない自治体 65%

公費負担額 福島県 13.6万円 神奈川県8.0万円

・ 令和８年度を目途に、産科医療機関等の経営実態等にも十分配慮しながら
標準的な出産費用の自己負担無償化に向けた具体的な制度設計を進める

出産に伴う診療・ケアやサービスには、医師等の専門的な判断に基づき実施されるものと、
妊産婦が希望して選択するものがある 情報公開の徹底を含め、支援のあり方を検討

「標準」の内容、保険適用と窓口負担の関係、給付と負担のバランス等、さらに検討を深める

・ 妊産婦が十分な情報に基づき、出産に関する自己決定・取捨選択ができる
環境を整備（ 「出産なび」による見える化の推進）

・ 希望に応じ、助産所においても出産や産後ケアを安全に行える環境を整備

・ 希望する妊婦が安全な無痛分娩を選択できる環境を整備
（安全な提供体制の確保、リスクやデメリットも含めた正しい理解の促進等）

・ 妊産婦本位の切れ目のない支援体制を構築

・ 国が示す妊婦健診項目の自己負担がないよう、公費負担をさらに推進

・ 産後ケアの受け皿拡大、認知度向上、利用手続きの簡略化を進める

費用の見える化を前提とした標準的な出産費用の自己負担無償化と
安全で質の高い周産期医療提供体制の確保の両立

妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等

に関する検討会 （概要）議論の整理
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妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等

に関する検討会 （概要）議論の整理
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【参考】
社会保障審議会医療保険部会の議論の状況について

（母子保健課関係）
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１．ライフステージを通じた子育てに係る経済的支援の強化や若い世代の所得向上に向けた取組

（２）出産等の経済的負担の軽減

～妊娠期からの切れ目ない支援、出産費用の見える化と保険適用～

本年４月からの出産育児一時金の大幅な引上げ（42万円→50万円）及び低所得の妊婦に対する初回の産科受診
料の費用助成を着実に実施するなど、妊婦の経済的負担の軽減を推進するとともに、出産費用の見える化につい
て来年度からの実施に向けた具体化を進める。

出産費用の見える化については、本年夏にかけて有識者による検討において公表項目等の整理を行ったところ
であり、今後、医療機関等の協力を得て、必要な情報の収集やウェブサイトの立ち上げを行う。

その上でこれらの効果等の検証を行い、2026年度を目途に、出産費用（正常分娩）の保険適用の導入を含め、
出産に関する支援等の更なる強化について検討を進める。

あわせて、無痛分娩について、麻酔を実施する医師の確保を進めるなど、妊婦が安全・安心に出産できる環境
整備に向けた支援の在り方を検討する。

※下線は事務局にて追加

こども未来戦略（2023年12月22日閣議決定）（抜粋）

※一部下線はこども家庭庁にて追加
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妊婦の方々が、費用やサービスを踏まえて適切に出産施設を選択できる環境を整備するため、
全国の出産施設に関する情報の提供を行うWebサイトを厚生労働省が開設・運営します。

トップページから、エリアや
条件を指定して出産施設の
検索を行えます。

それぞれの施設の詳細情報が
個別ページで表示されます。

条件に該当する出産施設の
一覧が表示されます。

https://www.mhlw.go.jp/stf/birth-navi/

掲載内容

掲載施設数

出産施設ごとの特色・サービスの内容等に関する情報と、
出産費用等に関する情報を併せて公表します。

（施設の概要）

施設種別、病床数、年間の分娩取扱件数、専門職の人数など

（サービスの内容）

助産師外来、院内助産、産後ケア、無痛分娩の有無など

（費用等の情報）

平均入院日数、出産費用の平均額など

全国2,112施設の情報を掲載 （2024年12月6日時点）

※年間分娩取扱件数が21件以上の施設の約99.9％に加え、
20件以下の施設も任意で情報掲載

- 2024年５月30日公開 -

令和５年度補正予算事業（0.3億円）
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検討会における妊産婦等の声①

「日本は子どもを産み育てやすい社会だと思わないと回答した生後０か月～１歳６か月の子どもを持つ母親が約８割、父親が約
６割で、理由は経済的・金銭的な負担が大きいからが８割以上を占めた」

「自己負担額が少しでも減ることを望んでいる」

「お金が安く済むことをすごく期待している。できれば０円、安ければ安いほどありがたい」

「最後に請求書が来るまで自分がいくら払うのかよく分からないまま退院の日を迎えた」

「お金がどこまでかかるのか病院のホームページを見ても分からず不安だった」

「妊娠が分かった段階から出産まで、負担ができるだけ少なく、かつ、費用が明確な状態で安心して産むことのできる環境に
なっていくと良い」

「現在妊娠５か月になったばかりだが、病院や自治体からこれからの流れについて簡単な紙はいただくものの、具体的に私が今
から何をして、何を考えて、お金も物も何をどのくらい準備すればいいのかというのが分からず、とても不安で、SNSは情報を
得ることはできるのだが、それが正しい情報なのか確認するすべもなく、調べれば調べるほど沼にはまっていくような感覚が
ある」

「無痛分娩ができることが一番大事で、住んでいる県全体で無痛分娩対応施設が１か所しかなく必然的にそこを選択した」

「１人目は自然分娩で産んだが、あまりの痛さに耐えられず、２人目は絶対無痛分娩と決めていた」

「第１子は無痛をポイントに探したが、自分で情報が取れず後悔が残り、自分なりに調べた結果、第２子は助産院で出産した」

ヒアリングやアンケート調査を通じ、妊産婦等からは出産に関する支援等について以下のような意見があった。

令和７年5月14日 「妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会 議論の整理」 より 該当箇所抜粋※ハイライトは事務局にて追加
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検討会における妊産婦等の声②

「産後の不安の相談先として、母子健康手帳交付から空白にならないように伴走してくれる方がいると非常に心強い」

「自治体の両親学級は平日の午前中しか開催がなく、限られた土日の枠も予約の争奪戦。通っている産院でも両親学級の開催
がほとんどないので困っている」

「産後不安なときに誰か相談できる特定の方と産前に知り合えていたら、もうちょっと安心だったのにという細切れ感があっ
た」

「初回の妊娠確定診断での１万円に始まり、妊娠が分かってから１～２か月で数万円がお財布から飛んでいった。最初の段階から
大きな負担があったことで今後の出産や子育てに対する強い経済的不安を感じた」

「想定していたより実際の支払額が多かった」

「オプションの検査についても不要と言えるだけの知識がなく、医療機関に言われれば受けてしまう」

「産後ケアのニーズは非常に高く、施設の産後ケアの実施状況を知りたいという声がかなり集まっている」

「自治体の分かりにくいウェブサイトを用いて、自分の条件に合う利用可能な施設を、産後のもうろうとした意識の中で探さない
といけない」

「オンラインで申請し、数日後に利用通知書が届き、それを持っていかないと産後ケアが使えないということで、今この場ですご
く不安でも、実際に使えるのは数日後だった」

ヒアリングやアンケート調査を通じ、妊産婦等からは妊娠期、産前・産後に関する支援等について以下のような意見があった。

令和７年5月14日 「妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会 議論の整理」 より 該当箇所抜粋※ハイライトは事務局にて追加
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検討会における産科医療関係者等の声

「急変時に迅速に対応できる体制を確立するために多くの人的・物的投資を行っている」

「分娩監視装置の装着、読影判断、妊産婦の精神的なケア等を分娩料に転嫁せざるを得ない」

「物価や初期投資を考えれば出産費用の地域差は仕方がないのではないか」

「妊産婦の経済的負担の軽減は賛成だが、医療安全と産みやすい環境の確保が前提である」

「医療機関あっての分娩であり、医療機関が事業を継続できることが重要」

「緩徐な集約化・重点化は避けられないが、急速な分娩取扱施設の減少、医療崩壊につながりかねない拙速な分娩費用の保険適
用化は受け入れられない」

「一次施設が分娩取扱いを短期間で中止し、行き場のなくなったローリスクの妊産婦が高次施設に来ると病床の確保が困難に
なり、周産期医療が崩壊してしまうのではないか」

「安全な新生児管理のために小児科医が貢献している」

産科医療関係者等からは、出産に関する支援等について以下のような意見があった。

令和７年5月14日 「妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会 議論の整理」 より 該当箇所抜粋※ハイライトは事務局にて追加
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（参考）検討会におけるそのほかの意見

標準的な出産費用の自己負担無償化に向けた検討に関して

・ 仮に保険適用となった場合、自由度が効かなくなることや、分娩医療機関が経済的に非常にひっ迫している中で、保険化することで収入が落ちると考えている医
療機関が多く、非常に不安感がある

・ 保険適用の制度設計次第であり、内容がみえない段階で保険適用イコール経営悪化と捉えるべきではなく、保険適用と医療提供体制の確保を両立させる方策を
考えるべき

・ 現物給付化には、給付の画一化ではなく標準化という意義があり、多様化するニーズに応えることができると考えられる

・ 標準的な出産費用の「標準」とは何かについて具体的な整理、検討を行う必要がある

・ 医療的に必要であって、妊産婦の希望にかかわらず提供されるものは医療保険から給付すべきだが、お祝い膳等のサービスは、給付対象とする標準的な内容か
らは除外すべき

・ 分娩の経過は様々であり、個々の分娩によって処置内容や所要時間が大幅に異なる

・ 分娩経過において異常が起こることを想定して人員の確保等が必要である

・ 出産費用には新生児管理保育料も含まれており、これについても検討が必要である

・ 妊産婦の多様なニーズに対応するため様々なサービスが提供されている

・ 例えば、分娩進行中の産痛緩和のための標準化されたマッサージと、産後にリラクゼーションを目的として行われるエステとは異なる性格のものである。また、エ
ステ等の妊産婦が希望して選択するケアやサービスにも様々な性格のものが含まれるのではないか

・ 無痛分娩に限らずエビデンスに基づく産痛緩和ケア、また、助産所における出産も含めて保険適用とすべき

・ 保険適用かどうかに関わらず、自己負担が減ることを妊産婦は望んでいる

・ 経済的負担を軽減する具体的な手法として、出産育児一時金のさらなる増額も考えられるのではないか

・ 出産育児一時金の増額後も出産費用が年々上昇している現状をみると、出産育児一時金の増額という手法には限界があり、別の方策を考える必要があるのでは
ないか

・ 出産費用については、正常分娩も含めて保険適用（現物給付）とし、窓口自己負担が増加することのないよう、公費から別途負担軽減措置を講じるべき

・ 保険適用とすることで妊産婦の窓口負担がかえって増加することのないよう、自己負担割合や別途の負担軽減措置等についても併せて検討すべき

・ 今後の具体的な制度設計の検討に当たっては、既に保険適用されている異常分娩の取扱いなど、既存の医療保険制度との関係を整理すべき

・ 妊産婦の実際の負担が軽減される制度にならなければ意味がなく、保険適用外となるオプションは妊産婦が自分で費用に関する情報に基づき選択できる環境を
作る必要がある

・ 自己負担なしで出産できる人ができる限り増え、自己負担がある場合は何についていくらお金を払うのかを自己決定できるような仕組みとなることが望ましい

・ 費用やサービスの見える化を進めることを前提として、保険適用か適用外かという二元論ではなく、現物給付と現行の出産育児一時金のように用途を限定せず
使えるような支援を組み合わせて柔軟な仕組みとすることも考えられる

・ 現在検討している制度変更の結果、妊産婦の費用面・質的な面での満足度がどう変化したかの検証を国として行うべき

・ 産科医療補償制度は、重度脳性まひ発症の原因究明と再発防止に向けた重要な制度であり、掛け金は自己負担とせず、国の責任で運営すべき

令和７年5月14日 「妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会 議論の整理」 より 「今後の検討課題等」箇所を抜粋
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（参考）検討会におけるそのほかの意見

今後の妊産婦の経済的負担の軽減策の検討の進め方に関して

・ 出産費用の地域間・施設間の格差の要因や費用内訳の見える化が検討の前提となる

・ 保険給付範囲や自己負担について諸外国の具体的な基準を議論の参考とすべき

・ 出産に対しては、健康保険法体系の中で時代背景に照らして給付体系が変遷してきた経緯があり、出産は病気か否かという視点ではなく、現代社会に最も望まし
いと思われる方法を検討すべき

給付と負担の関係に関して

・ 保険適用の検討に当たっては、保険給付範囲の標準化や、現役世代をはじめとする保険料負担者の納得感につながる内容とすべき

・ 公費、保険料、自己負担のバランスをどう取っていくのかという視点が重要

・ 医療保険財政には限りがあるので、税と保険の性格の違いを踏まえ、それぞれの目的に応じて分けて考える必要がある

・ 保険料を払うのも妊産婦を含めた国民なので、底なしに保障するということではなく、保険だけで保障できるのかというところも考えていく必要がある

・ 少子化のスピードは加速しており、国の存亡に関わる問題として、多少お金を入れてでも解決していかなければならない

・ 周産期医療体制の確保、保険料負担者と妊産婦の負担のバランスをどう取るかが重要

・ 妊産婦の負担軽減と、医療機関の経営と、医療保険財政の安定とが三方良しになるように、今後検討していくべき

正常分娩に伴う入院日数に関して

・ 我が国の正常分娩に伴う入院日数が諸外国と比べて長い理由を検証すべきであるとの意見

・ 入院日数が長い理由として、新生児の安全管理や母親に対する母乳・育児指導まで含めた入院期間となっていることや、母子の愛着形成等を挙げる意見

・ 諸外国は小児科医や訪問助産師、産後ケア施設等との連携体制が構築されていることから、これらの体制が整わない中で入院日数を短くすることには慎重にな
るべきという意見

出産費用の見える化の推進等に関して

・ 出産費用の透明性の向上等の観点からも、提供内容の行為と費用が分かる明細書の無料発行を求めるべきではないか

・ サービスの費用は入院料等と分けて明確にすべきであり、項目と内容が明確になるよう直接支払制度専用請求書の見直しも必要ではないか

・ 「出産なび」において一定の情報は示されているが、まだ見える化は不十分であり、さらに施設ごとの費用の内訳を明らかにする必要がある

令和７年5月14日 「妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会 議論の整理」 より 「今後の検討課題等」箇所を抜粋
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（参考）検討会におけるそのほかの意見

安全で質の高い周産期医療提供体制の確保に関して

・ 日本産婦人科医会が実施した事業継続見込調査において「分娩取り扱いを止める」または「制度内容により中止を考える」と回答した医療機関が実際に分娩を中
止した場合、今後、分娩施設を変更せざるを得ない妊婦が多数にのぼり、地域に大きな混乱と不安をもたらす可能性がある

・ 全国の335二次医療圏のうち、圏内の全ての産科診療所（病院は除く。）が事業継続見込調査において「分娩取り扱いを止める」または「制度内容により中止を考
える」と回答した医療圏が86あり、仮にこれら全ての医療機関が実際に分娩を中止した場合、既に圏内に産科診療所のない84医療圏と合わせると170医療圏
（全体の半数以上）に産科診療所がなくなることとなり、世界に冠たる安全で質の高い周産期医療を国民に提供できなくなる可能性が高い

・ 妊産婦の経済的負担の軽減は、地域の分娩提供体制が十分に確保された上で実現されなければ意味がなく、遠方の施設に行かざるを得ない状況になれば、か
えって交通費の負担が生じ、緊急を要する場合に母体・胎児の安全の面から精神的な負担も生じる

・ 妊産婦の経済的負担の軽減と地域の周産期医療の確保は一体的に議論していく必要がある

・ 地域の周産期医療の確保は、国のインフラ基盤整備に関わる問題であり、出産費用の保険適用を巡る財源とは切り離して、別途、社会保険料財源ではなく公費で
賄うべき

・ 急速に少子化が進み環境が劇的に変化する中で、今後の周産期医療提供体制のあり方を考えなければならない

・ 質の高い安全・安心な周産期医療の提供に向けて、地域ごとの提供体制の差、医師・看護師などの不足を解消するとともに、リスクの高い出産や容態急変などに
対応できるよう、医療機関の機能分担と連携強化、救急医療や産科・小児医療体制の確立も重要

助産所・助産師の活用に関して

・ 助産所と周産期母子医療センターのオープンシステム活用による連携強化も推進すべき

・ 自宅分娩を今後検討する新たな枠組みから除外した場合には、経済的支援がないがゆえの無介助分娩が起きる可能性が否定できない

・ 病院の、特に産科混合病棟においては、母子にとって安全・安心な出産環境を整備するために、産科区域の特定をさらに推進すべき

・ 第８次医療計画に盛り込まれた院内助産・助産師外来を推進すべき

令和７年5月14日 「妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会 議論の整理」 より 「今後の検討課題等」箇所を抜粋
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（参考）検討会におけるそのほかの意見

無痛分娩を希望する妊婦に対する経済的支援に関して

・ 無痛分娩のニーズが非常に高まっており、実施施設が増えていくと想定される中、地域や施設によって無痛分娩の実施状況に差があることや妊婦への情報提供
が不十分であること、安全な提供体制の構築に課題がある

・ 無痛分娩を希望する妊婦が安全・安心に受けられるよう、無痛分娩の標準化と質の向上の観点から、保険適用とする方向で検討すべき

・ 無痛分娩の提供が正しく標準化されていくことが重要であり、適切な施設基準等の設定などの検討も必要となる

・ WHOの『ポジティブな出産経験のための分娩期ケア』 が推奨しているようなエビデンスに基づく産痛緩和ケアも、標準化と質の向上に向けて、保険適用とする方
向で検討すべき

・ 無痛分娩は方法が多彩であり、どのような形で標準化するのか分からず、時期尚早ではないか

・ 無痛分娩を実施している医療機関が少ない段階では、仮に保険適用をしても、地域によって希望する妊婦に提供できず、給付に不公平が生じるため、保険適用は
慎重に検討すべき

・ 無痛分娩は甘えや贅沢品といった偏見がある中、経済的な理由で無痛分娩を断念する方もいる現状を踏まえ、保険適用かどうかはさておき、経済的負担の軽減
についても検討すべき

・ 地域によっては無痛分娩の提供体制の確保が進んでおり、全国的な提供体制の確保が整うまで経済的支援策が検討されないのでは時間がかかりすぎる

・ 地方自治体の給付で支援することは、財政力の弱い自治体では厳しく、地域間格差を認識した上で議論すべき

安全で質の高い無痛分娩の提供体制の確保に関して

・ 安全で効果的な無痛分娩を実施するには産科医・麻酔科医に一定の習熟が求められる

・ 無痛分娩を実施する医療機関の体制や研修等の実態把握を進めるべき

・ 提供体制の確保を都道府県に丸投げしても難しい部分がある

令和７年5月14日 「妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会 議論の整理」 より 「今後の検討課題等」箇所を抜粋
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（参考）検討会におけるそのほかの意見

妊産婦に対する切れ目のない支援に関して

・ 妊娠・出産に関する不安には専門家によるサポート体制が必要

・ 令和６年６月の子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律案の参議院の附帯決議の中で「『伴走型相談支援』と呼ぶにふさわしい、産前産後を通じて専門的
知見を有する伴走者が一貫したサポートを提供できる仕組みについて…検討を進めること」とされていることを踏まえた検討を行うべき

妊婦健診に係る経済的負担の軽減に関して

・ 妊婦健診の実施施設によって、公費助成の対象となる望ましい基準内の検査と基準外の自費検査の内容や費用の情報が必ずしも妊婦にとって明らかでなく、実
際の支払いの際に妊婦に自己負担が生じる場合がある

・ 基準外の自費検査の費用が可視化され、妊婦が何に対してお金を払っているのかを分かるようにする必要がある

・ 基準外の自費検査については、医師から内容と費用の説明をした上で、妊婦が必要性の有無について自己決定できるようにする必要がある

・ 施設の妊婦健診費用と自治体の補助額が分かれば、自分の持ち出しがどのくらいの金額になるかが事前に分かり安心感につながるのではないか

・ 「出産なび」に掲載する費用の情報の掲載には将来的には取り組んでいきたいが、医療機関の負担にならない方策を考えないと、今すぐに実現するのは難しいの
ではないか

産後ケア事業等の推進に関して

・ 実施内容、提供体制に地域格差があり、その実態を把握し、改善方法を検討すべき

・ 産後のメンタルケアや育児相談を気軽に受けやすい環境を整えるべき

・ 地域と条件を入力すると自治体の補助を利用できる施設が表示されるような情報提供の仕組みを実現するべき

・ 母子健康手帳の交付時だけでなく、妊婦健診時や退院前など、情報が必要なタイミングで周知するべき

・ オンライン上で手続きを完結できるようにする、申請から利用可能となるまでの日数を短縮するなど、手続面を改善するべき

令和７年5月14日 「妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会 議論の整理」 より 「今後の検討課題等」箇所を抜粋

※ハイライトは事務局にて追加
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経済財政運営と改革の基本方針2025（2025年６月13日閣議決定）（抜粋）

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現

２．主要分野ごとの重要課題と取組方針

（１）全世代型社会保障の構築

（略）

妊娠・出産・産後の経済的負担の軽減のため、2026年度を目途に標準的な出産費用の自己負担の無償化に向け
た対応を進める。

妊婦健診における公費負担を促進する。

「出産なび」の機能を拡充するほか、小児周産期医療について、地域でこどもを安心して生み育てることがで
きるよう、最先端の医療を含めた小児周産期医療体制の確保を図るため、産科・小児科医療機関を取り巻く厳し
い経営環境を踏まえ、医療機関の連携・集約化・重点化を含めた必要な支援を行う。

安全で質の高い無痛分娩を選択できる環境を整備する。

※下線は事務局にて追加

※一部下線はこども家庭庁にて追加
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今後の議論の進め方（案）

令和７年10月 検討会の議論の報告、議論の進め方の整理

令和７年冬頃 給付体系の骨格に関するとりまとめ

出産費用に関するさらなるデータの報告

給付体系の骨格に関するとりまとめに向けた議論

〇 妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会の「議論の整理」（令和７年５月14日公表）において
「令和８年度を目途に、産科医療機関等の経営実態等にも十分配慮しながら標準的な出産費用の自己負担無償化に向けた
具体的な制度設計を進める」とされたことを踏まえ、医療保険制度における出産に対する給付体系の見直しについて、
社会保障審議会医療保険部会において以下のとおり検討を進めることとしてはどうか。

○ その際、令和７年冬頃までの医療保険部会における議論の中では、出産に対する給付体系の骨格の在り方について
整理することを目指し、産科臨床現場で行われる個々の対応についての具体の当てはめなど、個別具体的な内容について
は、給付体系の骨格が固まった後、制度施行に向けてさらに議論を深めることとしてはどうか。

医療保険制度における出産に対する給付体系の骨格を提示・議論
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２．プレコンセプションケアの提供のあり方に関する検討会
の開催について



プレコンセプションケアに関する政府方針

Ⅲ．「加速化プラン」～今後３年間の集中的な取組～

女性が、妊娠前から妊娠・出産後まで、健康で活躍できるよう、国立成育医療研究センターに、「女性の健康」に関するナショナ

ルセンター機能を持たせ、女性の健康や疾患に特化した研究や、プレコンセプションケアや産後ケア事業を含む成育医療等の提

供に関する研究等を進めるとともに、基礎疾患のある妊産婦や妊娠を希望する女性等に対する妊娠と薬に関する相談支援を進

める。

こども未来戦略 ～次元の異なる少子化対策の実現に向けて～（令和５年12月22日閣議決定）＜抜粋＞

Ⅱ 成育医療等の提供に関する施策に関する基本的な事項

思春期、妊娠、出産等のライフステージに応じた性と健康の相談支援等を行う「性と健康の相談センター事業」の推進等により、

男女を問わず、性や妊娠に関する正しい知識の普及を図り、健康管理を促すプレコンセプションケアを推進する。特に、若年

女性の痩せは骨量減少、低出生体重児出産のリスク等との関連があることを踏まえ、妊娠前からの望ましい食生活の実践等、

適切な健康管理に向けて、各種指針等により普及啓発を行う。

成育医療等基本方針（改定）（令和５年３月22日閣議決定）＜抜粋＞

３．主要分野ごとの基本方針と重要課題

（１）全世代型社会保障の構築

相談支援等を受けられるケア体制の構築等プレコンセプションケアについて５か年戦略を策定した上で着実に推進する。

経済財政運営と改革の基本方針2024（令和６年６月２1日閣議決定）＜抜粋＞

２．主要分野ごとの基本方針と重要課題

（２）少子化対策及びこども・若者政策の推進

「プレコンセプションケア推進５か年計画」に基づく取組を進める。

経済財政運営と改革の基本方針2025（令和７年６月１３日閣議決定）＜抜粋＞
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〇 性や妊娠に関する正しい知識の普及と情報提供のあり方

〇 妊娠を考える方の健康管理に関する相談支援のあり方

プレコンセプションケアの提供のあり方に関する検討会
～性と健康に関する正しい知識の普及に向けて～

構成員（敬称略）

主な議題

〇 経済財政運営と改革の基本方針 2024 （令和６年６月２1日閣議決定）に「相談支援等を受けられるケア体制の構築等プレコンセプ

ションケアについて５か年戦略を策定した上で着実に推進する。」旨が盛り込まれた。

〇 こうした点を踏まえ、有識者の参集を得て会議（ハイブリッド、マスコミフルオープンを想定）を設け、プレコンセプションケアに係る課題と対応につ

いて整理を行い「プレコンセプションケア5か年計画（仮称）」の策定を行う。

〇 令和７年度以降は、「5か年計画」を踏まえた施策を着実に実施し、実施状況等を会議で定期的に報告し、更なる充実につなげていく。

概要

国立成育医療研究センター 女性の健康総合センター センター長

・小宮 ひろみ
医療法人社団栄賢会 梅ヶ丘産婦人科 ARTセンター長

・齊藤 英和
公益社団法人 日本産婦人科医会 常務理事

・相良 洋子
山梨県 子育て支援局子育て政策課 課長

・篠原 孝男
京都府 健康福祉部 副部長（子育て・福祉担当）

・東江 赳欣
認定NPO法人 ピッコラーレ 代表理事

・中島 かおり
株式会社ベネッセクリエイティブワークス 編集事業本部 たまごクラブエキスパートエディター

・中西 和代

〇第１回 2024年11月28日（プレコンセプションケアの支援の現状について、当事者・当事者の声を伝える方からのヒアリング）
〇第２回 2024年12月25日（構成員等からのヒアリング）
〇第３回 2025年２月19日 （構成員等からのヒアリング）
〇第４回 2025年４月２日 （プレコンセプションケア推進５か年計画（案）について）
〇第５回 2025年５月21日 （プレコンセプションケア推進５か年計画（案）について）

開催状況

公益社団法人 日本栄養士会 常務理事

・阿部 絹子
国立成育医療研究センター 理事長

・五十嵐 隆（座長）
公益社団法人 日本看護協会 常任理事

・井本 寛子
公益社団法人 日本産科婦人科学会 副理事長

・大須賀 穣
公益社団法人 日本助産師会 理事

・落合 直美
狛江市教育委員会 教育長

・柏原 聖子
政策研究大学院大学 保健管理センター 所長・教授

・片井 みゆき

特定非営利活動法人 manma 理事

・新居 日南恵
公益社団法人 日本医師会 常任理事

・濵口 欣也
公益社団法人 日本小児科医会 業務執行理事

・林 泉彦
北海道大学 大学院医学研究院公衆衛生学教室 准教授

・前田 恵理（副座長）
公益社団法人 日本小児保健協会 会長

・山縣 然太朗
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⚫ プレコンセプションケアの推進にあたっては、若い世代の意見を聴き、当事者のニーズに沿った取組を実施し施策の効果を定期的に評価。

⚫ 国は、国立成育医療研究センターと連携し技術的に支援、自治体は国の「５か年計画」を参考に「地方版推進計画」を策定する等計画的に推進。

プレコンセプションケア推進5か年計画（概要）
～性と健康に関する正しい知識の普及と相談支援の充実に向けて～

⚫ 「成育医療等基本方針(令和５年３月改定)」にプレコンセプションケアの推進についての方針が定められたほか、「経済財政運営と改革の基本方針2024」に
「相談支援等を受けられるケア体制の構築等プレコンセプションケアについて５か年戦略を策定した上で着実に推進する」旨が盛り込まれた。

⚫ 若い世代が自分の将来を展望する際に、性や健康・妊娠に関する正しい知識の取得方法や、相談する場所・手段について、必ずしも広く知られていない現状
を踏まえ、「プレコンセプションケアの提供のあり方に関する検討会 ～性と健康に関する正しい知識の普及に向けて～ (座長：五十嵐隆国立成育医療研究セン

ター理事長)」において、プレコンセプションケアに係る課題と対応について整理を行い、 「プレコンセプションケア推進5か年計画」を策定。

背景と経緯

★「性と健康の相談センター」等プレコンセプションケアに
関する一般的な相談ができる窓口の認知を推進。
★身近な地域において医療機関等も含め、専門家によ
る相談支援体制の整備を図る。
★夜間休日対応の実施や、電話・オンライン相談、メー
ルやSNSの活用等、相談者の利便性に配慮。

相談支援の充実（一般相談）

★基礎疾患を有する方等が、医療機関等でプレコンセプ
ションケアに関する相談ができるよう、全国に相談窓口を
展開するとともに、専門外の医師の適切な対応にも資す
るよう、医療者用相談対応マニュアルを作成し、周知。

相談支援の充実（専門相談）

性や健康に関する正しい知識の普及と情報提供

★SNS等を活用した積極的な情報発信。
★プレコンセプションケアの普及に係る人材（プレコンサ
ポーター）を育成するとともに、啓発資材の作成等、自
治体・企業・教育機関等における講演会等の開催支援。

今後５年間の集中的な取組

１．プレコンセプションケアに関する概念の普及
⚫ プレコンセプションケアは「性別を問わず、適切な時期に、性や健康
に関する正しい知識を持ち、妊娠・出産を含めたライフデザイン
（将来設計）や将来の健康を考えて健康管理を行う」概念であ
るが、言葉自体や概念についての認知度は低い。

⚫ 思春期から成人期に至るまで、性別を問わず全ての人が、発達段
階や状況に応じてプレコンセプションケアという概念を知り、それに
関する知識について、適切に身につけることは重要。

２．プレコンセプションケアに関する相談支援体制の充実
⚫ プレコンセプションケアに関する相談先として、自治体における「性と
健康の相談センター」等があるが、広く知られていない現状がある。

⚫ 若い世代の方が、より相談しやすくなるような体制づくりが必要。

３．専門的な相談支援体制の強化
⚫ 基礎疾患のある女性が、説明を受けないまま、妊娠する方がいる実
情や、かかりつけ医等と産婦人科医の連携が不十分という指摘も。

⚫ 産婦人科以外の医師もプレコンセプションケアに関して十分な知
識を持つとともに、かかりつけ医等と産婦人科医の必要な連携に資
する情報提供資材が必要である。

対象者層

妊娠・出産
を含めた
性や健康に
関する相談を
したい方

全ての世代の
方々

専門的な
相談を
したい方

プレコンセプションケアの概念及び
現状・課題とその対応にあたっての基本的な考え方

取組推進に

あたって

〈目標〉
認知度 80%

プレコンサポーター
5万人以上

〈目標〉
相談窓口認知度

100%

〈目標〉
専門相談医療機関数

200以上
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⚫ 「プレコンセプションケア推進5か年計画」を踏まえた今後５か年の集中的な取り組みとして、国、地方公共団体、企業、教育機関、国立成育医
療研究センター等の専門機関及び関係団体が、それぞれの役割に応じて、以下の取組を中心に、着実にプレコンセプションケアを推進していくこと
が期待される。
 ・性や健康・妊娠に関する正しい知識の積極的な普及と情報提供
 ・プレコンセプションケアに関する相談支援の充実（一般相談）
 ・プレコンセプションケアに関する医療機関等における相談支援の充実（専門相談）

プレコンセプションケア推進５か年計画を踏まえた支援体制

性別を問わず全ての世代の人が、プレコンセプションケアについての知識を持ち、実践することができる社会へ

プレコンセプションケ
アに係る計画等を策定

国立成育医療研究センター等
国

自治体

教育機関

企業

・身近な医療機関での
一般相談の支援

・基礎疾患を持つ妊婦等への
専門的な相談の支援 等

・正しい知識の普及啓発
（SNS等を活用した情報発信等）

・相談窓口の周知 等

プレコンセプションケアの最新の知見を収集
プレコンセプションケア医療者用マニュアルを作成

プレコンセプションケアの推進
推進協議会の開催

５カ年計画の進捗の管理

・研修・出前講座等の企画・実施
・SNS等を活用した情報発信
・性と健康の相談センター等
での専門職による個別相談 等

・出前講座や個別相談の企画・実施等
・専門職による個別相談 等

医療機関

関係団体

プレコンセプションケアを推進することを目的とし、自治体・企
業・教育機関等において、性別を問わず、性や健康に関す
る正しい知識の普及を図り、健康管理を行うよう促す人材

プレコンサポーター

医師、保健師、助産師、
看護師、栄養士等の
専門職

協力自治体、企業、教育

機関等とも連携

・講座等への参加
・個別相談 等

・講座等への参加
・個別相談 等

・講座等への参加
・個別相談 等

・個別相談 等

連携 連携

・プレコンサポーター養成研修
・講演会用資材等の提供
・好事例の横展開 等

・社員への情報提供
・研修等の企画・実施
・福利厚生等に係る取組
・専門職による個別相談 等
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III.１．性や健康・妊娠に関する正しい知識の積極的な普及と情報提供

項目 指標 現在 ５年後の目標

プレコンセプションケアに関する知識
の深化

若い世代におけるプレコンセプションケアの概念の
認知度

1割以下 80%

プレコンセプションケアの普及に係る
人材育成

プレコンサポーターの人数 ー ５万人以上

自治体・企業・教育機関等でのプ
レコンセプションケアについての取組
のサポート

自治体における性と健康の相談センター事業の
実施率（連携して行う場合を含む）

約70％
（※１）

100%

企業におけるプレコンセプションケアに関する取組
の実施率

約30％
（※２）

80%

III.２．プレコンセプションケアに関する相談支援の充実（一般相談）

若い世代における一般的な相談窓口の認知度 ー 100%

III.３．プレコンセプションケアに関する医療機関等における相談支援の充実（専門相談）

プレコンセプションケアに関する専門的な相談が
できる医療機関数

約60機関
（※３）

200以上

プレコンセプションケア推進５か年計画指標一覧
（国が実施する今後５年間の集中的な取組）

※１ 90/129自治体（令和４年度変更交付ベース）
※２ 令和６年度健康経営度調査に回答した大規模法人3,869社中
※３ 参考：妊娠と薬外来の拠点病院は57か所（令和６年３月時点）
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成育基本方針（令和３年２月９日閣議決定）を踏まえ、プレコンセプションケアを含め、男女を問わず性や妊娠に関する正しい知識の普及を 図り、
健康管理を促す事を目的とする。

目 的

◆ 対象者
思春期、妊娠、出産等の各ライフステージに応じた相談を希望する者、企業等の労務担当職員等（避妊や性感染症等の性行為に関する相談、予
期せぬ妊娠、メンタルヘルスケア、不妊症相談を含む）
◆ 内 容（※（１）～（５）の基本事業は原則全て実施すること。）

（１）不妊症・不育症や予期せぬ妊娠を含む妊娠・出産、思春期や性の悩み等を有する男女への専門的な相談指導（※）

（２）不妊治療と仕事の両立に関する相談対応（※）

（３）生殖や妊娠・出産に係る正しい知識等に関する講演会の開催（※）

（４）相談指導を行う相談員の研修養成（企業等向けのプレコンセプションケアに関するものも含む） （※）

（５）男女の性や生殖、妊娠・出産、不妊治療等に関する医学的・科学的知見の普及啓発（※）

（６）学校で児童・生徒向けに性・生殖に関する教育等を実施する医師や助産師等の研修会実施等の支援

（７）特定妊婦等に対する産科受診等支援（性感染症などの疾病等に関する受診を含む。）

（８）若年妊婦等に対するSNSやアウトリーチによる相談支援、緊急一時的な居場所の確保

（９）出生前遺伝学的検査（NIPT）に関する専門的な相談支援

（10）HTLV-1等母子感染対策協議会の設置等

（11）不妊症・不育症患者等の支援のためのネットワーク整備

（12）基礎疾患のある妊産婦等への妊娠と薬に関する相談支援（R6～）

（13）医療機関等に委託するプレコンセプションケアに関する相談支援（R6補正）

（14）性と健康の相談支援センターや委託先となっている医療機関等のオンライン相談の初期設備整備（R6補正） ※補助単価：１か所13万円

◆ 実施自治体数

96自治体（47都道府県、49市）  ※ 令和５年度変更交付決定ベース

内 容

成育局 母子保健課性と健康の相談センター事業

令和７年度予算 5.7億円（7.8億円）【令和４年度創設】

◆ 実施主体：都道府県・指定都市・中核市 ◆ 補 助 率 ：国１／２、都道府県・指定都市・中核市１／２

実施主体等
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目 的

○ 基礎疾患を抱える妊産婦や妊娠を希望する女性等に対して、妊娠・授乳中の薬物治療に関する相談支援を実施する。

◆ 対象者
基礎疾患を抱える妊産婦や妊娠を希望する女性等

◆ 内 容
現在、全国47都道府県の拠点病院に設置された「妊娠と薬外来」が、国立成育医療研究センターの「妊娠と薬情報セン

ター」と連携して、妊娠・授乳中の薬物治療に関して不安を持つ方に対する相談支援を実施している。「性と健康の相談セン
ター事業」において、拠点病院に当該相談支援を委託することで、都道府県単位での相談支援体制の整備を進める。

内 容

◆ 実施主体：都道府県 ◆ 補 助 率 ：国1/2、都道府県1/2 ◆ 補助単価 ：相談１件当たり 7,700円（※）

※ただし、実際の相談費用の７割相当額を上限とする

実施主体等

成育医療研究センター 都道府県

性と健康の相談センター事業

連携

委託

妊娠・授乳中の薬
物治療に関する
相談支援業務

妊娠と薬情報センター 妊娠と薬外来

基礎疾患を抱える妊産婦や
妊娠を希望する女性等

登録

妊娠・授乳中の薬物治療に関する
相談支援体制を都道府県単位で整備

拠点病院の紹介 予約・相談支援

拠点病院※（47都道府県）

※全国に63医療機関（成育医療研究センターを含む）

成育局 母子保健課基礎疾患のある妊産婦等への妊娠と薬に関する相談支援加算
（性と健康の相談センター事業の一部）

令和７年度予算 性と健康の相談センター事業 5.7億円の内数（7.8億円の内数）【令和６年度創設】
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成育局 母子保健課プレコンセプションケアに関する相談支援加算
（性と健康の相談センター事業の一部）

令和６年度補正予算 性と健康の相談センター事業の一部 1.0億円

事業の目的

⚫ 「経済財政運営と改革の基本方針2024」において、「相談支援等を受けられるケア体制の構築等プレコンセプ
ションケアについて５か年戦略を策定した上で着実に推進する」旨が盛り込まれた。

⚫ こうした点を踏まえ、プレコンセプションケアのための５か年戦略を策定するための議論を行うとともに、プ
レコンセプションケア概念の幅広い普及を行う。

⚫ プレコンセプションケアについて、若年世代を含む国民が、気軽に相談できるよう、身近な地域や機関等にお
ける相談体制の整備を図る。

事業の概要

実施主体等

【実施主体】都道府県・指定都市・中核市 【補助率】1/2
【補助単価】相談１件当たり 7,700円（※） ※ただし、実際の相談費用の７割相当額を上限とする。

⚫対象者
将来の妊娠・出産やライフデザインに関心がある男女

⚫内容
身近な地域の医療機関等にプレコンセプションケアに関する相談支援の委託等を行い、対象者に相談支援を実施

した場合の費用について補助を行う。
（※性と健康の相談支援センターが直接相談支援を行うことも可能）
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Webサイト 「はじめよう プレコンセプションケア」

プレコンセプションケアの普及啓発のため、Webサイト「はじめよう プレコンセプションケア」を開設（令和７年９月）。
若い世代を含め、あらゆる方々に、プレコンセプションケアに関する概念をわかりやすく伝えるため、順次、記事や漫画、Q＆Aやショートドラマなどのコンテンツを
充実させていく。

Webサイト：はじめようプレコンセプションケア
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３．CDR（Child Death Review ：こどもの死亡検証）
の制度のあり方に関する検討会の開催について



過去30年の我が国におけるこどもの上位死因の推移（1995～2023年）

データ出典：厚生労働省 人口動態調査

※2015年より以前は０歳と１～４歳に分かれた全死亡率のデータなし
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に関する検討会（資料３）
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データ出典：厚生労働省 人口動態調査

過去30年の我が国におけるこどもの上位死因の推移（1995～2023年）
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CDR（Child Death Review）について

予防のためのこどもの死亡検証は、こどもが死亡した時に、複数の機関や専門家（医療機関、警察、消防、行政関
係者等）が、こどもの既往歴や家族背景、死に至る直接の経緯等に関する様々な情報を基に死因調査を行うこと
により、効果的な予防対策を導き出し予防可能なこどもの死亡を減らすことを目的とするもの。

国及び地方公共団体は、成育過程にある者が死亡した場合におけるその死亡の原因に関する情報に
関し、その収集管理、活用等に関する体制の整備、データベースの整備その他の必要な施策を講ず
るものとする。

国は、この法律の施行後三年を目途として、死因究明等により得られた情報の一元的な集約及び
管理を行う体制、子どもが死亡した場合におけるその死亡の原因に関する情報の収集、管理、活
用等の仕組み、あるべき死因究明等に関する施策に係る行政組織、法制度等の在り方その他のあ
るべき死因究明等に係る制度について検討を加えるものとする。

概要

成育基本法（平成30年12月成立）

死因究明基本法（令和元年６月成立） 附則

児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律案に対する附帯決議
（平成29年５月）ほか

虐待死の防止に資するよう、あらゆる子どもの死亡事例について死因を究明するチャイルド・デ
ス・レビュー制度の導入を検討すること。

法令での記載

第１回 CDR の制度のあり方

に関する検討会（資料３）
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CDR（Child Death Review）について

閣議決定文書等での記載

第３ こども施策に関する重要事項 １ ライフステージを通した重要事項
（７）こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組
チャイルド・デス・レビュー（CDR）：Child Death Review）の体制整備に必要な検討を進める。

こども大綱（抄）（令和５年12月22日閣議決定）

第Ⅱ こども施策に関する重要事項 １ ライフステージを通した重要事項
（７）こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組
（チャイルド・デス・レビューの体制整備）
CDRの体制整備に必要な検討の推進
こどもの死亡時に、複数の機関や専門家（医療機関、警察、消防、行政関係者等）が、こどもの既往
歴や家族背景、死に至る直接の経緯、解剖結果等に関する様々な情報を基に死因調査を行うことによ
り、効果的な予防対策を導き出し予防可能なこどもの死亡を減らすことを目的としたチャイルド・デ
ス・レビュー（ＣＤＲ：Child Death Review）の取組を加速するため、都道府県が行う体制整備モデ
ル事業において収集した同意取得や予防策の好事例の横展開を図る。あわせて、広報啓発事業によっ
てＣＤＲの意義についての国民的な理解を促進するとともに、モデル事業を通じて把握された課題等
を検証し、関係省庁とも連携して、ＣＤＲの全国展開に向けた体制整備の検討を強力に進める。

こどもまんなか実行計画2024（抄）（令和６年５月31日こども政策推進会議決定）

（若者支援及び困難に直面するこどもの支援を始めとするこども大綱の推進）
予防のためのこどもの死亡検証（ＣＤＲ）を推進する。

経済財政運営と改革の基本方針2025（抄）（令和７年６月13日閣議決定）

第１回 CDR の制度のあり方

に関する検討会（資料３）

※令和７年６月分を更新

経済財政運営と改革の基本方針2024（抄）（令和６年５月21日閣議決定）

（こども大綱の推進）
こどもの自殺対策の強化を図るとともに、予防のためのこどもの死亡検証（ＣＤＲ）を推進する。
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CDRs Child Death Reviewˣ

▪ CDR（Child Death Review）とは、18歳未満の子どもの死亡事例を多職種（医療、警察、消防、行政関係者等）が連携して
検証し、効果的な予防策を導き出す取組である。

▪ 米国・英国等の諸外国でも類似の取組が導入されており、日本においても研究事業として、2016年以降から検討が進められてきた。

▪ 2018年の「成育基本法」及び 2019年の「死因究明等推進基本法」の成立を受け、こどもの死亡原因に関する情報の収集・管理体
制の整備が国の方針として明示された。

▪ こどもの死亡事例を多職種が連携して検証し、予防可能な要因を明らかにする。

▪ 効果的な予防策を提言することで、将来のこどもの死亡を減らす。

▪ こどもが安全・安心に暮らせる社会の実現を目指す。

CDRは、４つの段階から構成される。

死亡診断書に記載された
死因にとどまらず、死因に
繋がった様々な潜在的な
リスクを拾い上げ、リスクを
可視化する基盤を整える。

背景及び経緯

目的

概要

リスクを可視化。
さらには複数の事例を通して
地域におけるリスクの傾向や

特徴を捉える。

可視化された潜在的リスクに対し、
地域の実情に応じた具体的な解決策
を講じることができる。その積み重ねに
よって、よりこどもに優しい社会を目指す。

①情報収集 ②検証 ③提言 ④対策
事務局が死因、医学的背景、
死亡に至る経緯などの情報を
関係機関から収集し、記録する。

医療・行政・警察などの多機関の
専門職が連携し、こどもの死亡
事例を多角的に検証する。

複数の関係機関や専門家に
よる会議で、再発防止に
向けた効果的な予防策を、
行政に対して提言する。

行政が提言した予防策を
踏まえて、こどもの死亡・重症化
を防ぐ対策を講じる。

第１回 CDR の制度のあり方

に関する検討会（資料３）
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○ 予防のためのこどもの死亡検証は、こどもが死亡したときに、複数の機関や専門家（医療機関、警察、消防、行政関係者等）が、こどもの既往
歴や家族背景、死に至る直接の経緯等に関する様々な情報を基に死亡原因の検証等を行うことにより、効果的な予防策を導き出し予防可能な
こどもの死亡を減らすことを目的とするもの。

○ 成育基本法や、死因究明等推進基本法を踏まえ、一部の都道府県において、実施体制の整備をモデル事業として試行的に実施し、その結果
を国へフィードバックすることで、体制整備に向けた検討材料とする。

目 的

（１）推進会議
医療機関、行政機関、警察等とこどもの死亡に関する調査依頼や、これに対する報告などの連携を行うため、関係機関による推進会議を実

施し、データの収集等を円滑に行う環境を整える。

（２）情報の収集・管理等
         こどもの死亡に関する情報（医学的要因、社会的要因）を関係機関から収集し、標準化したフォーマット（死亡調査票）に記録。

（３）多機関検証ワーキンググループ（政策提言委員会）
死因を多角的に検証するため、医療機関、行政機関、警察等の様々な専門職や有識者を集めて検証委員会を開催し、検証結果を標準

化したフォーマット（死亡検証結果票）に記録する。さらに、都道府県に対し、検証結果をもとに今後の対応策などをまとめた提言を行う。

内 容

◆ 実施主体 ：都道府県
◆ 補 助 率 ：国１０／１０
◆ 補助単価 ：年額 13,156,620円

実施主体等
◆ 実施自治体数：（変更交付決定ベース）
令和６年度：10自治体
（北海道、福島県、群馬県、東京都、山梨県、三重県、滋賀県、京都府、鳥取県、香川県）

事業実績

【事業の流れ】
① 推進会議により、関係機関からのデータ収集の環境を整える。

② 関係機関より収集したデータの整理等を行う。

③ 整理されたデータに基づき様々な機関を招集し、検証WGを開催。

④ その後、まとめられた検証結果をもとに、検証WGから都道府県に対し、今後の対応策などをまとめた提言を行う。

成育局 母子保健課予防のためのこどもの死亡検証体制整備モデル事業

令和７年度予算 1.0億円（1.2億円）【令和２年度創設】

第１回 CDR の制度のあり方

に関する検討会（資料３）
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CDRの制度のあり方に関する検討会について

目的

〇 Child Death Review（CDR）に係るこれまでの取組から課題を抽出・整理の上、有
識者や自治体等の関係者から意見を頂き、全国展開に向けた、具体的な制度のあり方に
ついて検討を行う。

主要な議題

・ CDRモデル事業で得られた成果や課題について

・ 地域で実施されるCDRの実効ある体制構築のあり方と必要な支援について

・ 効果的な予防策の提言のあり方について

・ 遺族からの同意取得のあり方や捜査情報を含めた様々な情報の活用について

・ CDRから得られる情報を格納するデータベースや管理体制等のあり方について

・ 虐待・保育事故等の他の検証制度との棲み分けについて

・ 遺族に対するグリーフケアについて

スケジュール

2025年４月 検討会の設置、CDRをめぐる現状について、ヒアリング等
2025年夏～冬 ヒアリング等
2026年～ ヒアリングを踏まえ、上記の議題を中心に論点整理・議論
2026年中目途 とりまとめ

第１回 CDR の制度のあり方

に関する検討会（資料２）
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これまでの開催の実績

〇第１回 令和７年４月25日

審議事項

（1）本検討会の進め方について

（2）CDRの現状について

（3）ヒアリング

※遺族の方からヒアリングを実施。

・吉川優子氏、栗並えみ氏

〇第２回 令和７年７月25日

審議事項

（1）CDR モデル事業に関する現状の取組等について

（2）ヒアリング

※モデル事業実施自治体等からヒアリングを実施。

モデル事業を実施：滋賀県、三重県、山梨県

モデル事業外でCDRを実施：千葉大学

CDRの制度のあり方に関する検討会について
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構成員

今村 知明

遠 藤 貞悟

岡田 登

川松 亮

河村 有教

切手 俊弘

木下 あゆみ

竹原 健二

友 岡 史仁

沼口 敦

一杉 正仁

藤田 香織

三平 元

山縣 然太朗

奈良県立医科大学 公衆衛生学講座 教授

宮城県 亘理町立 荒浜中学校 校長

三重県 子ども・福祉部 子どもの育ち支援課母子保健班 係長

明星大学 人文学部 福祉実践学科 常勤教授

長崎大学大学院 多文化社会学研究科・多文化社会学部 准教授

滋賀県 健康医療福祉部 次長（子育て支援課 主席参事 事務取扱）

国立病院機構 四国こどもとおとなの医療センター育児支援対策室長・小児アレルギー科医長

国立成育医療研究センター政策科学研究部 部長

日本大学大学院法学研究科教授

名古屋大学医学部附属病院 救急・内科系集中治療部 病院講師

滋賀医科大学 社会医学講座 教授

藤田・戸田法律事務所 弁護士

公益社団法人 日本小児科医会 業務執行理事

国立成育医療研究センター成育こどもシンクタンク副所長 山梨大学大学院附属出生コホート研
究センター特任教授

緑園こどもクリニック院長

NPO 法人 Safe Kids Japan 事業推進マネージャー

公益社団法人 日本医師会 常任理事

山中 龍宏

吉川 優子

渡辺 弘司

◎

※ ◎は座長
※ オブザーバーとして、警察庁、消費者庁、こども家庭庁、法務省、文部科学省、厚生労働省の関係各課が参加。

（五十音順・敬称略）

CDRの制度のあり方に関する検討会について
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４．母子保健関連施策に係る閣議決定等について



経済財政運営と改革の基本方針2025 ～「今日より明日はよくなる」と実感できる社会へ～
（令和７年６月13日閣議決定）（抄）

第２章 賃上げを起点とした成長型経済の実現

３．「投資立国」及び「資産運用立国」による将来の賃金・所得の増加

（医療・介護・こどもＤＸ）

子育て世代の使いやすさに配慮し、保育や母子保健等のこども政策のＤＸを推進する。

第３章 中長期的に持続可能な経済社会の実現

２．主要分野ごとの重要課題と取組方針

（１）全世代型社会保障の構築

（中長期的な医療提供体制の確保等）

妊娠・出産・産後の経済的負担の軽減のため、2026年度を目途に標準的な出産費用の自己負担の無償化に向けた対応を進
める。妊婦健診における公費負担を促進する。「出産なび」の機能を拡充するほか、小児周産期医療について、地域でこど
もを安心して生み育てることができるよう、最先端の医療を含めた小児周産期医療体制の確保を図るため、産科・小児科医
療機関を取り巻く厳しい経営環境を踏まえ、医療機関の連携・集約化・重点化を含めた必要な支援を行う。安全で質の高い
無痛分娩を選択できる環境を整備する。

（２）少子化対策及びこども・若者政策の推進

（若者支援及び困難に直面するこどもの支援を始めとするこども大綱の推進）

産後ケア事業、新生児マススクリーニング、新生児聴覚検査や乳幼児健診など母子保健対策や不妊症、不育症の相談支援、
流産・死産経験者への相談支援を行う。「プレコンセプションケア推進５か年計画」 に基づく取組を進める。卵子凍結の知
見収集や知識の普及の環境整備を行う。（中略）予防のためのこどもの死亡検証（ＣＤＲ）を推進する。
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こどもまんなか実行計画（令和７年６月６日 こども政策推進会議決定）（抄）

第１章 「こどもまんなか実行計画 2025」のポイントと目指す方向性

（１）困難に直面するこども・若者への支援

Ⅰ 困難に直面するこども・若者・子育て当事者たちのまるごと支援

〇 こどもにとって安全・安心な社会を実現するため、こどもの死亡事例について、医療、警察、行政等の関係者で死因等
の検証を行い、効果的な予防策を導き出す、チャイルド・デス・レビュー（ＣＤＲ：Child Death Review）の体制整備
に向けた検討を強力に進める。

（２）未来を担うこども・若者へのより質の高い育ちの環境の提供と少子化対策の推進

Ⅰ 妊娠・出産・幼児期の切れ目ない保健・医療の確保

〇 妊産婦及びその家族が悩みや不安を軽減し、仲間をつくり、安心して地域で子育てに臨むことを目的として、産前から
産後まで地域で妊婦やその家族を支えるケア環境の充実を進めていく。産後ケア事業については、都道府県による広域調
整や設備整備の補助等による提供体制の拡充と併せ、安全面の確保やメンタルヘルスケア体制の充実など質の向上を図る。

〇 また、乳幼児の発育・発達や健康の維持・増進、疾病の予防の観点から、乳幼児健診・新生児マススクリーニング・新
生児聴覚検査・３歳児健診における屈折検査を推進する。妊産婦が必要な医療・サービスを受けられるよう、妊娠・出
産・産後における妊産婦の実質的な経済的負担の軽減に向けた検討を進める。

X  若い世代が自分の人生を選ぶためのライフデザイン（将来設計）支援等

〇 （中略）ライフデザインを考えていく上でも重要な要素となるプレコンセプションケアについて、発達段階に応じて適
切に正しい知識を習得することが必要であり、プレコンセプションケア推進５か年計画に基づき、具体的な取組に繋げる
とともに、卵子凍結に関して、知見の収集や正しい知識の普及に係る環境整備を行う。

（３）「こどもまんなか」の基礎となる環境づくりの更なる推進

Ⅵ こども政策ＤＸの推進

〇 子育てに関する様々な手続を簡素化し、子育て当事者の利便性向上や負担感の軽減、子育て関連事業者・地方公共団体
の事務負担の軽減を図るため、保育や母子保健など子育て分野におけるこども政策ＤＸについて、引き続き推進していく。
潜在的に支援が必要なこども・若者を早期に把握するデータ連携の取組も推進する。
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こどもまんなか実行計画（令和７年６月６日 こども政策推進会議決定）（抄）

第２章 こども施策に関する重要事項

１ ライフステージを通した重要事項

（３）こどもや若者への切れ目のない保健・医療の提供

プレコンセプションケアの推進

性別を問わず、適切な時期に、性や健康に関する正しい知識を持ち、妊娠・出産を含めたライフデザイン（将来設計）や将
来の健康を考えて健康管理を行うプレコンセプションケアについては、生涯を通じて健康に過ごすためにも重要な取組である。
気運醸成実行計画基本方針も踏まえ、関係省庁や関係機関と連携し、政府一丸となって、プレコンセプションケア推進５か年
計画に基づき、社会全体での認知度向上と支援体制の整備等に取り組んでいく。また、性と健康の相談センターにおいては、
思春期、妊娠、出産等のライフステージに応じた相談支援や、性に関する教育等を行う専門家等に対する研修等を継続的に実
施する。あわせて、栄養管理等を含めた生活習慣と健康管理に関する知識や、葉酸摂取や禁煙の重要性などの妊娠と出産に向
けて特に重要となる知識等のプレコンセプションケアの情報発信等を図る。

プレコンセプションケアを含む成育医療等に関する研究、相談支援、人材育成等の推進

「女性の健康」に関するナショナルセンター機能を持つ国立成育医療研究センターにおける、プレコンセプションケアや産
後ケア事業を含む成育医療等の提供に関する知見の収集、評価・分析、人材育成等のシンクタンク機能の充実を図る。あわせ
て、令和６年度より、国立成育医療研究センターを含む全国の拠点病院に設置された妊娠と薬外来と性と健康の相談センター
が連携し、基礎疾患を持つ妊産婦や妊娠を希望する女性等に対する、妊娠・授乳中の薬物治療に関する相談支援を行う。

母子保健のデジタル化の推進

令和４年度に厚生労働省で開催された検討会を踏まえ、産後ケア事業等の情報を標準化し、マイナポータルを通じて閲覧で
きる情報を拡充していく。

妊婦健診等の母子保健情報の情報連携として、マイナンバーカードを健診の受診券として利用するとともに、マイナポータ
ル等を活用して、事前に問診票をスマートフォンで入力できる取組について、複数の地方公共団体で実証事業を実施している
ところ、今後、情報連携の対象となる母子保健業務及び実施する地方公共団体を拡大し、住民・地方公共団体・医療機関間の
母子保健情報の迅速な共有や業務効率化を進める。電子版母子健康手帳を原則とすることを目指し、令和６年度に電子版母子
健康手帳ガイドライン（仮称）策定に向けた検討会において、課題と対応を整理した「とりまとめ」を踏まえ、令和７年度に
ガイドライン等を策定し、令和８年度以降の全国展開を目指し、必要な対応を行う。妊婦等包括相談支援事業において、妊娠
初期、出産前、出産後の面談の他にも、アプリやＳＮＳを活用した情報発信や、妊婦等の状況に応じてオンライン等を活用し
た随時の相談支援を行うなど、デジタル技術を積極的に活用するほか、面談等の実施記録や妊婦のための支援給付の支給記録
に係る地方公共団体間での情報連携について、デジタルを活用した情報連携システムの構築の検討を進める。
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専門的支援が必要な障害児等への支援の強化

聴覚障害児について、新生児期からの切れ目のない支援や多様な状態像に応じた支援、家族への支援が適切に行われるよ
う、地域の支援体制の整備を進める。

（中略）逆境的小児期体験による精神的な問題等の様々なこどもの心の問題に対応するため、地域内での医療機関等での連
携による支援体制の整備を促進する。

（６）児童虐待防止対策と社会的養護の推進及びヤングケアラーへの支援

予期せぬ妊娠等に悩む若年妊婦等への必要な支援の提供

性と健康の相談センターにおいて、予期せぬ妊娠を含めた性に関する相談支援や、若年妊婦等への支援に積極的なＮＰＯ

等がアウトリーチやＳＮＳによる相談支援を実施するための支援を行う。また、若者向けの相談支援サイト「スマート保健相

談室」において、性や妊娠の悩みに対応する知識や予期せぬ妊娠等の相談窓口の情報を引き続き提供していく。さらに妊婦健

診未受診の妊婦などを必要な支援につなげるため、その家庭を訪問し、継続的に妊婦の状況を把握することによりハイリスク

妊婦を早期に発見して、適切な支援につなげる。

（７）こども・若者の自殺対策、犯罪などからこども・若者を守る取組

ＣＤＲの体制整備に必要な検討の推進

こどもの死亡時に、複数の機関や専門家（医療機関、警察、消防、行政関係者等）が、こどもの既往歴や家族背景、死に

至る直接の経緯、解剖結果等に関する様々な情報を基に死因調査を行うことにより、効果的な予防対策を導き出し予防可能な

こどもの死亡を減らすことを目的としたチャイルド・デス・レビュー（ＣＤＲ：Child Death Review）の取組を加速する

ため、都道府県が行う体制整備モデル事業において収集した同意取得や予防策の好事例の横展開を図る。あわせて、広報啓発

事業によってＣＤＲの意義についての国民的な理解を促進するとともに、モデル事業を通じて把握された課題等を検証し、関

係省庁とも連携して、ＣＤＲの全国展開に向けた体制整備の検討を強力に進める。

こどもまんなか実行計画（令和７年６月６日 こども政策推進会議決定）（抄）

47



こどもまんなか実行計画（令和７年６月６日 こども政策推進会議決定）（抄）

２ ライフステージ別の重要事項

（１）こどもの誕生前から幼児期まで

不妊症・不育症・出生前検査に関する正しい知識の普及や相談体制の強化

不妊症・不育症に関する広報・啓発を継続的に実施し、不妊症や不育症に関する国民の理解を深め、治療を受けやすい環
境整備を推進する。また、性と健康の相談センターにおいて、思春期、妊娠、出産等のライフステージに応じた相談支援を
行う。さらに、出生前検査に関する適切な情報提供・相談支援を推進する観点から、出生前検査に関する相談支援を担う地
方公共団体の取組を推進するとともに、妊婦等に対する正しい情報提供及び認証制度等の啓発を行う。

周産期医療体制の整備

あわせて、地方の周産期医療体制の不足を補完し、妊産婦本人の居住地にかかわらず、安全・安心に妊娠・出産ができ、
適切な医療や保健サービスが受けられる環境を全国で実現するため、遠方の産科医療機関等で妊婦健診を受診する必要があ
る妊婦に対し、当該医療機関までの交通費の支援や、遠方の分娩取扱施設で出産する必要がある妊婦に対し、当該分娩取扱
施設までの交通費及び宿泊費の支援を行う。

里帰り出産を行う妊産婦への支援及び医療と母子保健との連携の推進

「規制改革実施計画」（令和５年６月 16 日閣議決定）を踏まえ、住所地と里帰り先の地方公共団体や医療機関との間の
情報共有・連携を促すことで、里帰り妊産婦への切れ目のない支援の提供の推進を図るとともに、令和５年度の調査研究に
おいて、里帰り出産をする妊産婦の課題等について把握した結果等を踏まえて、情報共有・連携の在り方等について検討を
行う。また、医療と母子保健の連携を推進する観点から、「成育医療等基本方針」に基づく計画の策定等を行う協議会を設
置・開催する都道府県に対する補助を継続する。

産前産後の支援の充実と体制強化

産後ケア事業について、必要とする全ての方が利用できるようにするための提供体制の確保の取組、支援の必要性の高い
利用者を受け入れる産後ケア施設への支援の拡充や、妊産婦のメンタルヘルスに関するネットワーク体制の構築等の養育者
のメンタルヘルスに係る取組を進めるなど、産前産後の支援の充実と体制強化を行う。

新生児マススクリーニング検査の拡充に向けた検証の推進及び新生児聴覚検査に関する取組の推進

新生児マススクリーニング検査について、こども家庭科学研究「新規疾患の新生児マススクリーニングに求められる実施
体制の構築に関する研究」（令和５～７年度）において、対象疾患を追加する場合の検査・診療体制や遺伝カウンセリング
の在り方等の課題について整理を行うとともに、重症複合免疫不全症（ＳＣＩＤ）及び脊髄性筋萎縮症（ＳＭＡ）を対象と
して、令和５年度よりマススクリーニング検査の拡充に向けた検証をモデル的に実施し、その結果を踏まえ、全国展開を目
指す。また、新生児聴覚検査について、全ての市町村において当該検査の公費負担を実施するよう必要な働きかけを行うな
ど、全国の市町村における聴覚障害の早期発見・早期療育に資する取組を進める。
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こどもまんなか実行計画（令和７年６月６日 こども政策推進会議決定）（抄）

乳幼児健診の推進

生後１か月は多種多様な先天性疾患が顕在化する時期であるとともに養育者が不安を感じやすい時期であることや、５歳は社
会性が高まり、発達障害が認知されやすい時期であること等を踏まえ、乳幼児の発育・発達や健康の維持・増進、疾病の予防、
悩みを抱える保護者等の早期発見や支援、児童虐待の予防・早期発見等の観点から、１か月児及び５歳児の健康診査の実施に係
る支援を進め、全国展開を目指す。

入院中のこどもに付き添う家族の環境整備にむけた取組の充実

入院中のこどもやその家族等が安心して入院生活を送ることができるよう、入院付添いの環境を改善するための取組を推進す
る。

（２）学童期・思春期

性と健康に関する教育や普及啓発・相談支援の推進

性と健康の相談センターにおいて、思春期、妊娠、出産等のライフステージに応じた相談支援や、性に関する教育等を行う専
門家等に対する研修等を継続的に実施する。また、若者向けの相談支援サイト「スマート保健相談室」において、性や妊娠の悩
みに対応する知識や相談窓口の情報を引き続き提供していく。

予期せぬ妊娠、性感染症等への適切な相談支援等の推進

性と健康の相談センターにおいて、予期せぬ妊娠、性感染症等を含めた性に関する相談支援や、若年妊婦等への支援に積極的
なＮＰＯ等がアウトリーチやＳＮＳによる相談支援等を実施するための支援を継続的に実施する。また、若者向けの相談支援サ
イト「スマート保健相談室」において、性や妊娠の悩みに対応する知識や予期せぬ妊娠等の相談窓口の情報を引き続き提供して
いく。

第３章 こども施策を推進するために必要な事項

２ こども施策の共通の基盤となる取組

（１）「こどもまんなか」の実現に向けたＥＢＰＭ

成育医療等に関するシンクタンク機能の充実

「女性の健康」に関するナショナルセンター機能を持たせる国立成育医療研究センターにおける、プレコンセプションケアや
産後ケア事業を含む成育医療等の提供に関する知見の収集、評価・分析、人材育成等のシンクタンク機能の充実を図る。
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デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和７年６月13日閣議決定）（抄）

４．取組の方向性と重点的な取組

（１）AI・デジタル技術等のテクノロジーの徹底活用による社会全体のデジタル化の推進

③ AI・デジタル技術等のテクノロジーの活用による行政手続のデジタル完結の推進

ア 個人向けの行政手続のデジタル完結の推進

(イ) マイナンバーカードの普及と利活用の推進

（中略）また、個人向け行政サービスのオンライン窓口であるマイナポータルの機能拡大や継続的な改善に取り組むとと
もに、マイナンバーカードの健康保険証や運転免許証、在留カード等との一体化、救急業務や健康・医療・介護分野、母子
保健分野における利用、マイナンバーカードを活用した被災者支援の充実、民間ビジネスにおける利用など、マイナンバー
カードの利用シーンを拡大し、スマートフォンからオンラインで様々な行政手続ができる「オンライン市役所サービス」構
想の推進、マイナンバーカードを日常生活の様々な局面で利用できるようにする「市民カード化」構想の推進、マイナン
バーカードが持つ本人確認機能の民間ビジネスにおける利用の普及に取り組む。

A オンライン市役所サービス等の推進

（ｂ）出生関連手続のオンライン化

出生届について、マイナポータルから戸籍情報連携システムを介したオンライン届出ができる環境を 2026 年度を目
途に整備することを目指す。また、出生証明書について、母子保健情報等の情報連携基盤（PMH）等を介して医療機関
から地方公共団体にオンライン提出を可能とすることについて検討を進める。

また、出産後に短期間で様々な行政手続を行わなければならない子育て世代の負担軽減の観点から、出生・子育て分
野で多くの国民が申請・届出を行う手続を１つのフォームでオンライン一括申請できる環境の実現を図る。

B マイナンバーカードの市民カード化の推進

（ｆ）母子保健分野におけるデジタル化

母子保健情報等の情報連携基盤（PMH）を活用し、マイナンバーカードを健診の受診券として利用するとともに、マ
イナポータル等を活用して事前に問診票をスマートフォンで入力できる取組を実施する地方公共団体の拡大を図る。あ
わせて、電子版母子健康手帳を原則とすることを目指し、2025年度に「電子版母子健康手帳ガイドライン（仮）」を策
定する。
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デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和７年６月13日閣議決定）（抄）

４．取組の方向性と重点的な取組

（３）競争・成長のための協調

② 防災・医療・こども・教育等の準公共分野におけるデジタル化

ウ こども分野

（イ）里帰りする妊産婦への支援

情報連携システム（PMH）を活用した里帰り妊産婦に係る母子保健情報の自治体間連携システムを活用し、2025年度に

は希望する地方公共団体において先行的に運用を開始するとともに実施団体の拡大を図り、2026年度以降の全国展開を目

指す。
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